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１．地域包括ケアシステムの構築の推進

（１）医科歯科連携

• 周術期口腔機能管理
• 医科歯科間の診療情報共有
（２）病院併設歯科の評価

（３）かかりつけ歯科医機能の評価

２．歯科外来診療における院内感染対策

３．口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応等

本日の内容
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歯科治療の需要の将来予想（イメージ）
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歯科治療の需要の将来予想（イメージ）
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１．地域包括ケアシステムの構築の推進

（１）医科歯科連携

• 周術期口腔機能管理
• 医科歯科間の診療情報共有
（２）病院併設歯科の評価

（３）かかりつけ歯科医機能の評価

２．歯科外来診療における院内感染対策

３．口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応等

本日の内容
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医科歯科連携
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医科歯科連携に関する課題①

【周術期口腔機能管理】

・周術期口腔機能管理は病院併設歯科を中心に行われており、年々増加しているが、近年、歯科診療所の実施も増加傾向にあ

る。

・医科から歯科への周術期口腔機能管理の依頼は、消化器悪性腫瘍等の手術やがん等による化学療法を行う患者が多い。

・医科において歯科医療機関連携加算（診療情報提供料（Ⅰ）の加算）又は周術期口腔機能管理後手術加算（手術の加算）を算

定できない患者に対しても口腔機能管理の依頼が行われ、その際に実施した手術は、脳血管疾患が約55%で最も多い。また、そ
の際の患者の状況については、「口臭がある、口腔衛生状態が悪い」「口腔乾燥等、口腔内の不快症状に関する訴えがある」が

多い。

・医科での周術期口腔機能管理後手術加算の算定回数は年々増加しているが、歯科点数表では周術期口腔機能管理の対象と

なっている骨髄移植が当該加算の対象になっていない。

【課題】
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手術を実施する病院 連携する歯科医療機関

周術期口腔機能管理料（Ⅱ）

手術前（1回を限度）

周術期口腔機能管理料（Ⅱ）

手術後（術後3月以内に月2回を限度）

（手術時）

入
院
前

入
院
中

退
院
後

①

②’

⑤’

【手術を実施する科】

周術期口腔機能管理料（Ⅰ）

手術前（1回を限度）

⑤

③

④

周術期口腔機能管理計画策定料

周術期口腔機能管
理後手術加算

周術期における口腔機能管理のイメージ（医科で手術をする場合）

①’

②

※②→歯科がある病院での外来診療
②’→連携医療機関の外来診療又は

歯科訪問診療（いずれか1回）

※⑤→歯科がある病院での外来診療
⑤’→歯科訪問診療又は
連携医療機関の外来診療

※計画を共有

【病院内の歯科】

周術期口腔機能管理料（Ⅰ）
手術後

（術後3月以内に3回を限度）

（手術前）

（手術後）

周術期口腔機能管理を依頼

（病院内に歯科がない場合）

（病院内に歯科がある場合）

診療情報提供料（Ⅰ）
歯科医療機関連携加算
(医科点数表)
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平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年度

周術期口腔機能管理計画策
定料

3,579 6,818 9,507 13,073 17,495

周術期口腔機能管理料Ⅰ 989 2,398 3,879 5,273 7,037

手術前 516 1,182 2,610 3,817 5,243

手術後 473 1,216 1,269 1,456 1,794

周術期口腔機能管理料Ⅱ 3,375 9,275 12,514 17,807 23,278

手術前 1,719 3,635 5,366 7,632 10,379

手術後 1,656 5,640 7,148 10,175 12,999

周術期口腔機能管理料Ⅲ 1,599 7,181 8,541 12,482 16,331

病院併設歯科 歯科単独病院 歯科診療所 歯科診療所（H26） 歯科診療所（H27）

周術期口腔機能管理計画策定料 16,480 29 780 0 436

周術期口腔機能管理料Ⅰ 5,964 26 988 584 580

手術前 4,500 20 687 146 362

手術後 1,464 6 301 438 218

周術期口腔機能管理料Ⅱ 23,159 2 2 0 -

手術前 10,262 - -
- -

手術後 12,897 2 2 0 -

周術期口腔機能管理料Ⅲ 15584 11 422 0 236

施設別算定回数（平成28年）

○ 周術期口腔機能管理の算定回数は病院併設歯科を中心に実施されているが、歯科診療所もここ数年増加傾向にある。

出典：社会医療診療行為別統計

項目別算定回数

周術期口腔機能管理の算定状況
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【周術期口腔機能管理料（Ⅰ）（Ⅱ）】

○ 全身麻酔下で実施される、頭頸部領域、呼吸器領域、
消化器領域等の悪性腫瘍の手術、臓器移植手術又は心
臓血管外科手術等

○ 骨髄移植

周術期口腔機能管理を行う患者の状況
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【周術期口腔機能管理料（Ⅲ）】

○ がん等に係る放射線治療若しくは化学療法を実施して
いる患者（予定している患者を含む）

○ 緩和ケアの対象となる患者

＜周術期口腔機能管理を依頼した患者に実施した手術等について＞

○ 医科から歯科へ周術期口腔機能管理を依頼した患者に実施した手術等は、消化器悪性腫瘍等の手術や

がん等による化学療法が多く、ともに約7割であった。
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n=65 (複数回答)
回答者：周術期口腔機能管理を
実施している病棟又は外科系の
病棟の医師
（外科系の病棟がない場合は内

科系の病棟）

(%)

周術期口腔機能管理の対象患者 出典：平成28年度医科歯科連携の在り方に関する調査（保険局医療課）



41.9

54.8
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46.8
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頭頸部、呼吸器、消化器以外の悪性腫瘍

脳血管疾患

整形外科疾患（人工股関節置換術等）

認知症

その他

無回答

(%)

医科から歯科への口腔機能管理の依頼状況①

○ 医科において歯科医療機関連携加算又は周術期口腔機能管理後手術加算を算定できない患者に対して

も、約18%で口腔機能管理の依頼が行われていた。

○ その際に実施した手術は、脳血管疾患が約55%で最も多かった。

【歯科医療機関連携加算又は周術期口腔機能管理後手術加算を算定できない患者への口腔機能管理】

出典：平成28年度医科歯科連携の在り方に関する調査（保険局医療課）

18.4%

81.6%

ある

ない

<口腔機能管理を依頼した患者に実施した手術>

<口腔機能管理依頼の有無>

n=337
回答者：周術期口腔機能管理を実施し
ている病棟又は外科系の病棟の医師
（外科系の病棟がない場合は内科系の
病棟）

n=62  (複数回答)
回答者：周術期口腔機能管理を
実施している病棟又は外科系の
病棟の医師
（外科系の病棟がない場合は内

科系の病棟）11



医科から歯科への口腔機能管理の依頼状況②

○ 口腔機能管理を依頼した患者（歯科医療機関連携加算等を算定できない患者）の状況については、「口臭が

ある、口腔衛生状態が悪い」「口腔乾燥等、口腔内の不快症状に関する訴えがある」が多かった。

出典：平成28年度医科歯科連携の在り方に関する調査（保険局医療課）

50.0

66.1

62.9

33.9

30.6

35.5

30.6

41.9

32.3

8.1

1.6

0 20 40 60 80 100

全身麻酔による手術を実施予定

口臭がある、口腔衛生状態が悪い

口腔乾燥等、口腔内の不快症状に関する訴えがある

肺炎の既往がある

低栄養状態

廃用症候群

経管栄養（胃ろうを含む）を実施中又は実施予定

骨吸収抑制薬であるビスホスホネート製剤又はデノスマブを投与

中又は投与予定

抗がん剤を投与中又は投与予定

その他

無回答

n=65 (複数回答)
回答者：周術期口腔機能管理を
実施している病棟又は外科系の
病棟の医師
（外科系の病棟がない場合は内

科系の病棟）

(%)

口腔機能管理を依頼した患者（歯科医療機関連携加算又は周術期口腔機能管理後手術加算を算定できない患者）の状況
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（参考）急性期脳卒中患者の退院時経口摂取への影響因子

有意確率 オッズ比

入院時NIHSS 0.53 1.01

入院時mRS 0.43 1.13

入院時FIM 0.39 1.01

脳卒中既往歴 0.65 1.17

病変範囲（両側/片側） 0.49 1.38

喫煙の有無 0.54 0.82

歯数 0.06 0.96

口腔清掃状態 ＜0.01 4.09

舌運動 ＜0.01 10.21

○ 急性期脳卒中患者へ摂食・嚥下クリニカルパスを用いた歯科医師、歯科衛生士、言語聴覚士などの多職種

による摂食・嚥下チームの介入を行った結果、約8割が経口摂取のみで退院し、口腔衛生状態や舌運動が退
院時経口摂取の可否と関連する可能性が示唆された。

○対象：脳卒中で入院した324例
（脳梗塞、脳出血、くも膜下出血、その他）

○介入方法：

歯科医師、歯科衛生士、言語聴覚士等の多職種チーム
入院後→看護師による摂食・嚥下スクリーニング
⇒摂食・嚥下介入必要→摂食・嚥下クリニカルパス
（歯科医師、歯科衛生士、言語聴覚士等の多職種チーム）

⇒歯科医師診察：最低週1回
歯科衛生士による専門的口腔ケア：週1～3回
看護師：毎日の日常的口腔ケア

リハビリテーション科医師の診察により言語聴覚士介入

○退院時の栄養経路
経口摂取（経口群）：経管栄養などの補助栄養が全く不要

262例（80.9%）
非経口摂取（非経口群）：経管栄養のみ又は

部分的経管栄養 62例（19.1%）

出典：片山正輝ほか：急性期脳卒中患者に対する口腔ケアと摂食嚥下リハビリテーション介入の効果．脳循環代謝 27：243-247，2016

＜退院時経口群と調査項目の関係＞

NIHSS(National Institute of Health  Stroke  Scale ):脳卒中患者の重症度の評価指標
mRS(modified Rankin Scale):脳卒中患者の予後予測
口腔清掃状態：①口腔内乾燥・痂疲・潰瘍②食物残渣③歯石・歯垢④義歯汚染の有無を評価
舌運動：口を軽く開けた状態で挺舌して舌尖の位置と偏位の有無を評価

経口群と非経口群について、検討項目との関連を単変量解析で検討
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（参考）整形外科領域における周術期口腔機能管理の効果

○ 術前に口腔管理（口腔内感染因子の除去、歯科衛生士による口腔衛生指導及び専門的口腔ケア）を実施し

た人工股関節全置換術、股・人工骨頭置換術及び人工膝関節全置換術を行った患者において、術後の発熱

日数の短縮が認められた。

出典：小出康史ほか：周術期患者に対する口腔管理システムの樹立と評価．日本口腔検査学会雑誌 2(1)：45-49，2010

○対象：全身麻酔下手術を行う全ての患者のうち、「周術期口腔管理システム」に同意した患者664例
○「周術期口腔管理システム」について
・構成メンバー：歯科医師、歯科衛生士、医師、看護師
・連携の流れ：
医科主治医から周術期口腔機能管理について説明 →入院時に担当看護師が口腔検診の実施を説明、歯科紹介
→歯科受診：口腔内診査、必要に応じて歯科治療 （マウスガード製作、口腔内感染源の除去等）
歯科衛生士：口腔衛生指導、専門的口腔ケア

診療科 紹介患者数

整形外科
外科
泌尿器科
心臓血管外科
耳鼻咽喉科
形成外科
脳外科

348
248
31
18
11
7
1

総数 664名

＜総合病院における周術期口腔機能管理の紹介診療科＞ ＜術後の発熱日数＞

※システム稼働後：「周術期口腔管理システム」が稼働した後に、人工股関節全置換術、
股・人工骨頭置換術、人工膝間接置換術を全身麻酔下で実施した患者（n=30）

システム稼働前： 「周術期口腔管理システム」が稼働前に同様の手術を実施した患者（n=18）

*：p<0.05
(Mann-WhitneyのＵ検定)38

度
以
上
の
日
数
（
日
）

37
.3

8度
以
上
の
日
数
（
日
）
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【周術期口腔機能管理料（Ⅰ）（Ⅱ）】

○ 全身麻酔下で実施される、頭頸部領域、呼吸器領域、
消化器領域等の悪性腫瘍の手術、臓器移植手術又は心
臓血管外科手術等

○ 骨髄移植

【周術期口腔機能管理料（Ⅲ）】

○ がん等に係る放射線治療若しくは化学療法を実施して
いる患者（予定している患者を含む）

○ 緩和ケアの対象となる患者

【医科点数表】

第2章第10部手術の第6款（顔面・口腔・頸

部）、第7款（胸部）及び第9款（腹部）に掲げる

悪性腫瘍手術又は第８款（心・脈管（動脈及び

静脈は除く））に掲げる手術をそれぞれ全身麻

酔下で実施した場合に手術の所定点数に加算

周術期口腔機能管理後手術加算 200点

周術期口腔機能管理の医科歯科連携に関する評価

周術期口腔機能管理の対象患者【歯科点数表】

○ 医科点数表において、周術期口腔機能管理を行った患者に対する手術の評価として第10部の通則に周術
期口腔機能管理後手術加算があり、算定回数は年々増加している。

○ 一方で、周術期口腔機能管理の対象となっている骨髄移植は、当該加算の対象になっていない。

2,696

3,922

5,559

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H26 H27 H28

(回)

＜周術期口腔機能管理後手術加算の算定回数＞

出典：社会医療診療行為別統計（6月審査分）



医科歯科連携に関する課題②

【診療情報の共有】

・歯科から医科へ診療の依頼や診療情報の問合せ等は心疾患や骨粗鬆症の患者で多く行われている。診療内容については、抜

歯に際して行われることが多く、その内容は病名、現病歴、現在の患者の状態等の問合せが多い。

・在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所から歯科医療機関への歯科訪問診療の依頼状況は、訪問診療を行っている患者の

1割未満が最も多い。依頼した理由は、「患者から歯科疾患に関する訴えがある場合」が約9割で最も多いが、「摂食・嚥下障害

がある又はその疑いがある場合」も約半数であった。

【課題】
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（抜粋）

注１ 保険医療機関が、診療に基づき、別の保険医療機関での診療の必要を認め、これに対して、
患者の同意を得て、診療状況を示す文書を添えて患者の紹介を行った場合

（留意事項通知）

○ 診療情報提供料（Ⅰ）は、医療機関間の有機的連携の強化及び医療機関から保険薬局又は保
健・福祉関係機関への診療情報提供機能の評価を目的として設定されたもの

○ 保険医療機関が、診療に基づき他の機関での診療の必要性等を認め、患者に説明し、その同意
を得て当該機関に対して、診療状況を示す文書を添えて患者の紹介を行った場合に算定する

○ 紹介に当たっては、事前に紹介先の機関と調整の上、紹介先機関ごとに定める様式又はこれに
準じた様式の文書に必要事項を記載し、患者又は紹介先の機関に交付する

診療情報提供料（Ⅰ） 250点 【医科点数表】【歯科点数表】

保険医療機関間の診療情報提供の評価

○ 医科医療機関と歯科医療機関の診療情報の提供については、診療情報提供料によって評価され、別の保

険医療機関での診療の必要を認めた場合に算定できる取扱いとなっている。
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歯科から医科への診療情報等の問合せの状況①

○ 医科の医療機関や院内の医科診療科に診療の依頼や診療情報の問合せ等を行ったことがあるのは約8割
であった。

○ 診療の依頼等を行った患者の疾患は、心疾患及び骨粗鬆症が約7割で最も多かった。

【医科へ診療依頼や診療情報の問合せの状況（直近1年間）】

82.6%

17.2%

0.2%

ある

ない

無回答

＜診療依頼や診療情報の問合せ＞
<診療依頼等を行った患者の疾患>

58.9 
70.7 

25.9 

56.3 

55.5 

70.1 

25.6 

8.8 

41.6 

13.3 

10.4 

24.5 

18.9 

11.5 

11.5 

1.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

高血圧性疾患
心疾患

呼吸器疾患
糖尿病

脳血管障害
骨粗鬆症

慢性腎不全
摂食機能障害

悪性腫瘍
認知症

パーキンソン病
金属アレルギー

睡眠時無呼吸症候群
妊娠

その他
無回答

n=375(複数回答)

回答者：歯科医師（在宅療養
支援歯科診療所以外の歯科医
療機関）

(%)

出典：平成28年度医科歯科連携の在り方に関する調査（保険局医療課）

n=454
回答者：歯科医師（在宅療養支援歯科
診療所以外の歯科医療機関）
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骨吸収抑制薬関連顎骨壊死の病態と管理

顎骨壊死検討委員会ポジションペーパー2016 日本骨代謝学会、日本骨粗鬆症学会、日本歯科放射線学会、
日本歯周病学会、日本口腔外科学会、日本臨床口腔病理学会

【診断基準】
1）BP またはデノスマブによる治療歴
2）顎骨への放射線照射歴がなく、がん転移でない
3）8週間以上持続して、口腔・顎・顔面領域に骨露出

骨吸収抑制薬関連顎骨壊死（ARONJ）：
ビスフォスホネート（BP）またはデノスマブに関連する難治性の顎骨壊死

○ 骨吸収抑制薬の投与予定患者 →投与前に口腔内衛生状態を改善

○ 骨吸収抑制薬治療中 →歯科医師による定期的な口腔内診査

○ 骨吸収抑制薬投与中の侵襲的歯科治療 →徹底した感染源の除去と感染予防、

計画に基づいた治療、侵襲は最小限

ARONJは医科と歯科にまたがる疾患 → 医師と歯科医師の緊密な連携で予防、

治療するチーム医療体制の構築、整備が望まれる

歯科治療を行う上での注意

中 医 協 総 － ２

2 9 ． 5 ． 3 1
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歯周病と糖尿病の関連

歯周病歯周病

・歯周病有病者は、非歯周病者に比較して糖
尿病の有病率や発症リスクが高い。

・歯周炎の重症度が高いほど血糖コントロー
ルが困難になる。

・一定の見解は得られていないものの、歯周
病を有する２型糖尿病患者に歯周治療を行う
と、HbA1cが改善する可能性があることが
報告されている。

糖尿病糖尿病

・2型糖尿病患者ではHbA1c6.5%以上になる
と、歯周炎の発症や、歯槽骨吸収の進行のリ
スクが高まる。

・糖尿病患者における歯周病重症度は有意に高
い。

・重度歯周病を有する糖尿病患者で糖尿病腎
症、虚血性心疾患、総脂肪量がより増加する
可能性があることが報告されている。

糖尿病診療ガイドライン2016（日本糖尿病学会）
糖尿病患者に対する歯周治療ガイドライン改訂2版（日本歯周病学会）

糖尿病性腎症重症化予防プログラム（平成28年4月20日）

○ 都道府県、市町村において、あらかじめ医師会や糖尿病対策推進会議等と十分協議の上、推進体制を構築。郡
市医師会は各地域での推進体制について自治体と協力。

○ かかりつけ医は、対象者の病状を把握し、本人に説明するとともに、保健指導上の留意点を保健指導の実施者
に伝えることが求められる。

○ 必要に応じてかかりつけ医と専門医の連携、医科歯科連携ができる体制をとることが望ましい。
〇 臨床における検査値（血圧、血糖、腎機能等）を把握するに当たっては、糖尿病連携手帳等を活用し、本人な

らびに連携機関と情報を共有できるようにすることが望ましい。

かかりつけ医や専門医等との連携
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歯科から医科への診療情報等の問合せの状況②

○ 医科へ診療情報の問合せを行った患者の歯科治療の内容は、抜歯が約9割で最も多かった。

○ 問い合せの内容は、「病名、現病歴、現在の患者の状態等の問合せ」が約9割で最も多く、次いで「診療の依
頼」が約7割であった。

＜診療依頼や診療情報の問合せを行った患者の治療内容＞ ＜問合せ等の内容＞

(%)

出典：平成28年度医科歯科連携の在り方に関する調査（保険局医療課）

28.5 

37.1 

43.5 

93.1 

13.1 

7.7 

18.7 

14.4 

0.5 

0 20 40 60 80 100

う蝕の治療（「2.  抜髄、感染根管

治療」は除く）

抜髄、感染根管治療

歯周病の治療

抜歯

義歯に関連する治療

摂食機能障害に対するリハビリテー

ション等

口腔衛生管理（口腔ケア）

その他

無回答

(%)

n=375(複数回答)

回答者：歯科医師
（在宅療養支援歯科
診療所以外の歯科医
療機関）

72.5 

89.1 

48.8 

52.8 

4.5 

0.3 

0 20 40 60 80 100

診療の依頼

病名、現病歴、現在の患者の

状態等の問合わせ

検査値の問合せ

処方内容の問合せ

その他

無回答

う蝕の治療
（抜髄、感染根管治療は除く）

n=375(複数回答)

回答者：歯科医師
（在宅療養支援歯科
診療所以外の歯科医
療機関）
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診療情報提供料(Ⅰ)歯科医療機関連携加算

○ 歯科医療機関連携加算の算定回数は、やや増加しているものの約1,000回/月程度に留まっている。

○ 在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所の医師が、歯科訪問診療の必要性を認めて診療情報提供を行

う場合においては、当該加算の対象歯科医療機関が在宅療養支援歯科診療所に限定されている。

出典：社会医療診療行為別統計（6月審査分）

＜診療情報提供料(Ⅰ)歯科医療機関連携加算の算定回数＞

749

675

934

0

200

400

600

800

1000

H26 H27 H28

(回)
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口腔内の管理が必要であると判断した患者に関する情報
提供

ア 歯科を標榜していない病院が、医科点数表第２章第10部手術

の第１節第６款、第７款及び第９款に掲げる悪性腫瘍手術（病理

診断により悪性腫瘍であることが確認された場合に限る。）又は

第８款に掲げる心・脈管系（動脈・静脈を除く。）の手術若しくは造

血幹細胞移植の手術を行う患者について、手術前に歯科医師に

よる周術期口腔機能管理の必要性を認め、歯科を標榜する保険

医療機関に対して情報提供を行った場合

イ 在宅療養支援診療所又は在宅療養支援病院に属する医師が、

訪問診療を行った栄養障害を有する患者について、歯科訪問診

療の必要性を認め、在宅療養支援歯科診療所に対して情報提供

を行った場合

歯科医療機関連携加算 100点
（診療情報提供料（Ⅰ）の加算） 【医科点数表】

H26 H27 H28

診療情報提供
料（Ⅰ）の算定
回数【医科】

2,276,815回 2,279,730回 2,412,285回
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在宅医療における医科歯科連携の状況①

○ 在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所において、「直接、医療機関（歯科医師）に依頼や相談をしたこと

がある」と回答した割合は約44%だった。

○ また、在宅療養支援病院等が訪問診療を行った患者のうち、歯科訪問診療を依頼した患者の割合は「1割
未満」が約6割を占めていた。

出典：平成28年度医科歯科連携の在り方に関する調査（保険局医療課）

2.5 

3.4 

19.3 

63.0 

11.8 

0.0 

0 20 40 60 80 100

５割以上

３割以上５割未満

１割以上３割未満

１割未満

把握していない

無回答 n=322
回答者：在宅療養支援病院
又は在宅療養支援診療所の医師

＜歯科訪問診療を依頼した患者の割合の状況＞

※直近1年間に訪問診療を行った患者のうち、歯科訪問診療
を依頼した患者のおおよその割合

(%)44.0 

38.1 

14.4 

8.0 

23.9 

0.0 

0 20 40 60 80 100

直接、医療機関（歯科医師）に依頼や

相談をしたことがある

介護支援専門員（ケアマネジャー）を

通じて依頼したことがある

各種連携窓口を通じて依頼したことが

ある

その他

依頼したことがない

無回答

n=423（複数回答）
回答者：在宅療養支援病院又は在宅療養支援診療所の医師

＜直近1年間の歯科訪問診療等の依頼状況＞

(%)
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92.2 

60.6 

39.8 

56.5 

22.4 

18.9 

22.4 

48.1 

14.3 

6.2 

2.2 

0.9 

0 20 40 60 80 100

患者から歯科疾患に関する訴えがあったとき

口腔内の不快症状に関する訴えがあるとき

経口摂取の可否について検討するとき

口臭がある、口腔衛生状態が悪いとき

口腔乾燥が認められるとき

肺炎の既往があるとき

低栄養状態又は経管栄養中（胃ろうを含む）

摂食・嚥下障害がある、または疑われるとき

骨吸収抑制薬であるビスホスホネート製剤又はデノスマブを投与中又は投与予定

抗がん剤を投与中又は投与予定

その他

無回答

在宅医療における医科歯科連携の状況②

○ 在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所の医師が歯科訪問診療が必要だと思う患者の状況は、患者から

の歯科疾患等に関する訴えがあるときが多い。

○ また、約半数で「摂食・嚥下障害がある、または疑われるとき」と回答している。

出典：平成28年度医科歯科連携の在り方に関する調査（保険局医療課）

n=322 （複数回答）
回答者：在宅療養支援病院
又は在宅療養支援診療所の医師

(%)＜歯科訪問診療が必要だと思う患者の状況＞



44.4%

55.6%

ある
ない

医科医療機関における歯科からの診療依頼等の状況①

○ 在宅療養支援病院又は在宅療養支援診療所において、歯科医師から診療情報提供や訪問診療の提供に

関する相談を受けたことがあるのは約44%であった。

○ 問合せ等の内容は、「病名、現病歴、現在の患者の状態等の問合せ」が約85%で最も多く、次いで「処方内
容の問合せ」が多く約62%だった。

【歯科医師からの診療依頼や診療情報の問合せの状況（直近1年間）】

＜歯科医師からの診療情報提供等の有無＞

(%)

出典：平成28年度医科歯科連携の在り方に関する調査（保険局医療課）

＜問合せ等の内容＞

n=646
回答者：在宅療養支援病院又は在宅療養支援診療所の医師

36.6 

85.4 

22.3 

62.4 

5.6 

2.8 

0 20 40 60 80 100

診療の依頼

病名、現病歴、現在の患者の状

態等の問合わせ

検査値の問合せ

処方内容の問合せ

その他

無回答

n=287（複数回答）
回答者：在宅療養支援病院又は在宅療養支援診療所の医師
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(%)

88.9 

30.3 

5.9 

4.2 

8.4 

2.1 

3.1 

0 20 40 60 80 100

文書による診療情報提供

電話による問合せ

メールによる問合せ

同行訪問した際に相談を受け

た

会議等で会ったときに相談を

受けた

その他

無回答

医科医療機関における歯科からの診療依頼等の状況②

○ 医科医療機関に対する歯科からの問合せは「文書による診療情報提供」が約9割で最も多い。

○ また、歯科からの問合せに対して、医科医療機関も「文書による診療情報提供」が約9割で最も多い。

(%)

出典：平成28年度医科歯科連携の在り方に関する調査（保険局医療課）

＜歯科からの問合せ等の方法＞ ＜問合せ等への対応方法＞

n=287
回答者：在宅療養支援
病院又は在宅療養支援
診療所の医師

87.5 

25.8 

30.3 

5.6 

4.5 

5.6 

0 20 40 60 80 100

文書による診療情報提供

検査結果や処方の一覧などの

既存資料を複写して提供

電話で回答

メールで回答

その他

無回答

n=287
回答者：在宅療養支援
病院又は在宅療養支援
診療所の医師
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【周術期口腔機能管理】

○ 周術期口腔機能管理を更に推進する観点から、全身麻酔下で手術を行った急性期脳血管疾患患者で術

後の誤嚥性肺炎のリスクが高い患者や低栄養状態の患者等について、術後早期に口腔機能管理を開始し

た場合は周術期口腔機能管理の対象とする等、対象患者の拡大を図ってはどうか。

○ 周術期口腔機能における医科歯科連携を推進する観点から、周術期口腔機能管理の対象でありながら、

周術期口腔機能管理後手術加算（医科点数表の手術の加算）の対象となっていない骨髄移植等について

も当該加算の対象としてはどうか。

【診療情報の共有】

○ 医科歯科連携を推進する観点から、歯科診療を行う上で必要な診療情報や処方薬剤の情報等の医科医

療機関への問合せや、またそれに対する医科医療機関からの診療情報の提供等、診療報提供料（Ⅰ）の要

件に該当しない医科歯科間の診療情報共有の評価について検討してはどうか。

○ 診療情報提供料（Ⅰ）の歯科医療機関連携加算について、在宅歯科医療における医科歯科連携を推進

する観点から、現在、在宅療養支援歯科診療所となっている紹介先歯科医療機関の対象範囲を「歯科訪問

診療を実施する歯科医療機関」に見直してはどうか。また、「栄養障害を有する患者」のみではなく、摂食・

嚥下障害がある場合や疑われる場合について当該加算の対象となるように見直してはどうか。

【論点（案）】

医科歯科連携に関する論点（案）
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病院併設歯科の評価
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病院併設歯科の評価に関する課題

・近年、歯科口腔外科を標榜する病院は増加傾向にある。

・地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準の届出医療機関数は442施設（平成28年7月1日時点）であり、歯科（歯科口腔外

科等を含む）を標榜する病院の約24%である。

・病院の歯科（歯科口腔外科等を含む）における常勤歯科医師数は、1名が最も多く4割を占めている。また、周術期口腔機能管理

計画策定料の算定割合は、地域歯科診療支援病院初診料の施設基準が約86％、届出がない施設で約41％であるが、施設数

はほぼ同数であった。

・周術期口腔機能管理を行う医療機関は、病院、歯科診療所ともに増加傾向にある。

【課題】
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○ 近年、病院総数は減少傾向にあるが歯科口腔外科を標榜する病院はやや増加している。
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地域歯科診療支援病院初診料の施設基準

• 常勤の歯科医師が2名以上配置されていること
• 看護職員が2名以上配置されていること
• 歯科衛生士が1名以上配置されていること
• 次のいずれかに該当すること

– 紹介率が100分の30以上

– 紹介率が100分の20以上であって、別表第一に掲げる手術の実施件数が30件以上/年

– 他の保険医療機関で歯科診療特別対応加算を算定した患者又は歯科訪問診療料を算定した患者

であって、文書による診療情報提供を受けた患者が月平均5人以上

– 歯科診療特別対応加算を算定する患者が月平均30人以上

地域歯科診療支援病院の評価

届出医療機関数

H25年 H26年 H27年 H28年

418 427 431 442

地域歯科診療支援病院初診料 282点
（初診料 234点）
地域歯科診療支援病院再診料 72点
（再診料 45点）

○ 地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準の届出状況は、歯科（歯科口腔外科等も含む。）を標榜する

病院の約24％である。
○ 施設基準は、人員配置基準の他、紹介率、手術の実施件数又は歯科診療特別対応加算の算定患者数等

が要件になっている。

※（参考）歯科を標榜する保険医療機関数：1,788施設（H28.4.1現在）
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病院併設歯科の状況
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○ 病院併設歯科（歯科病院含む）の常勤歯科医師数は、1名が約4割を占めている。
○ 周術期口腔機能管理計画策定料の算定割合は、地域歯科診療支援病院初診料の施設基準の届出がある

施設では約86%、届出がない施設で約41%であるが、算定施設数はほぼ同数である。
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病院併設歯科における診療内容

○ 標榜科が「歯科」及び「歯科口腔外科」において、最も多い診療内容はそれぞれ「一般的な歯科治療」及び

「手術を伴う口腔外科診療」であった。

○ 「医科入院患者の口腔管理」が最も多い施設の割合は、「歯科」と「歯科口腔外科」でそれぞれ約18％と約
7.5％であった。
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出典：病院における医科・歯科連携に関する調査（平成29年 日本歯科医師会調べ）
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周術期口腔機能管理の算定医療機関数
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○ 周術期口腔機能管理を実施する医療機関は、病院併設歯科・歯科診療所ともに増加傾向にある。

出典：NDBデータ（平成28年12月審査分）

（施設）
＜周術期口腔機能管理に関連する項目の算定歯科医療機関数＞

（医療機関コード不明分除く）
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平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年度

周術期口腔機能管理計画策
定料

3,579 6,818 9,507 13,073 17,495

周術期口腔機能管理料Ⅰ 989 2,398 3,879 5,273 7,037

手術前 516 1,182 2,610 3,817 5,243

手術後 473 1,216 1,269 1,456 1,794

周術期口腔機能管理料Ⅱ 3,375 9,275 12,514 17,807 23,278

手術前 1,719 3,635 5,366 7,632 10,379

手術後 1,656 5,640 7,148 10,175 12,999

周術期口腔機能管理料Ⅲ 1,599 7,181 8,541 12,482 16,331

病院併設歯科 歯科単独病院 歯科診療所 歯科診療所（H26） 歯科診療所（H27）

周術期口腔機能管理計画策定料 16,480 29 780 0 436

周術期口腔機能管理料Ⅰ 5,964 26 988 584 580

手術前 4,500 20 687 146 362

手術後 1,464 6 301 438 218

周術期口腔機能管理料Ⅱ 23,159 2 2 0 -

手術前 10,262 - -
- -

手術後 12,897 2 2 0 -

周術期口腔機能管理料Ⅲ 15584 11 422 0 236

施設別算定回数（平成28年）

○ 周術期口腔機能管理の算定回数は病院併設歯科を中心に実施されているが、歯科診療所もここ数年増加傾向にある。

出典：社会医療診療行為別統計

項目別算定回数

（再掲）周術期口腔機能管理の算定状況

（参考）

参考

35



周術期口腔機能管理の推進について
平成28年度診療報酬改定

歯科の標榜がある病院に入院中の患者に対して、歯科訪問診療料が算定できるよう

に要件を見直す。

病院における周術期口腔機能管理の推進

現行

歯科、小児歯科、矯正歯科、歯科口腔外科を標
榜する保険医療機関に入院する患者

⇒歯科訪問診療料の算定不可

改定後

歯科、小児歯科、矯正歯科、歯科口腔外科を標
榜する保険医療機関に入院する患者

⇒周術期口腔機能管理に伴う場合に限り

歯科訪問診療料及び特掲診療料を算定可
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○病院における口腔機能管理を推進する観点から、地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準につい

て、周術期口腔機能管理の実績を考慮する等、見直しを検討してはどうか。

【論点（案）】

病院併設歯科の評価に関する論点（案）
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かかりつけ歯科医機能の評価
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かかりつけ歯科医機能の評価に関する課題

・かかりつけ歯科医機能については、平成28年診療報酬改定において、より安全で安心できる歯科外来診療環境体制と歯科訪

問診療の体制を整備しつつ、定期的・継続的な口腔管理により口腔疾患の重症化を予防し、歯の喪失リスクの低減を図ることを

評価する観点から、「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」の施設基準を新設した。

・かかりつけ歯科医機能の評価については、これまでの中医協において、医師との連携や介護関係の施設や事業所等との連携

を評価すべき、歯科における重複受診は想定されないのでかかりつけ歯科医機能の評価として診療報酬上の差別化は慎重に

検討すべき等の意見が出されている。

・「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」の施設基準の届出は、歯科診療所の約10％（平成29年4月1日時点）である。

・歯科医療機関を受診する患者の診療開始月からの期間（同一初診期間）は、半年未満が最も多い。

・ 「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」における歯科医療機関と他の医療機関との連携については、抜歯等の外科的処

置の他の歯科医療機関への紹介や医科医療機関への診療情報提供が多く、医科医療機関への歯科訪問診療を行っている割

合が約3割であった。

・また、 「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」と介護保険施設等との連携については、居宅介護支援事業所からの患者紹

介や情報共有等が最も多く、施設職員への口腔に関する技術的助言等は約34%で実施してたが、ミールラウンド等への参加は

約2%に留まっていた。

・「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」の施設基準の届出を行っていない理由については、人員配置基準が最も多いが、

次いで歯科訪問診療の算定実績であった。

【課題】
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■かかりつけ歯科医が担う役割

患者の乳幼児期から高齢期までのライフステージに応じた継続管理や重症

化予防のための適切な歯科医療の提供および保健指導を行い、口腔や全身

の健康の維持増進に寄与すること。

また、地域の中では、住民のために行政や関係する各団体と共に歯科健診

などの保健活動等を通じ口腔保健向上の役割を担い、地域の関係機関や他

職種と連携し、通院が困難な患者にさまざまな療養の場で切れ目のない在宅

歯科医療や介護サービスを提供するとともに、地域包括ケアに参画すること

などがかかりつけ歯科医の役割である。

■かかりつけ歯科医とは

かかりつけ歯科医とは、安全・安心な歯科医療の提供のみならず医療・介護に係る

幅広い知識と見識を備え、地域住民の生涯に亘る口腔機能の維持・向上をめざし、地

域医療の一翼を担う者としてその責任を果たすことができる歯科医師をいう。

かかりつけ歯科医について

40
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①
予防・外来

病院（入院）
在宅

（参考）かかりつけ歯科医のイメージ

③

②

・歯科保健医療サービスを提供する時間帯、場所、年齢が変わっても、切れ目なくサービスを提供できる
・患者が求めるニーズにきめ細やかに対し、安全・安心な歯科保健医療サービスが提供できる

在宅療養支援
歯科診療所等

③在宅等の口腔機能管理②入院時の口腔機能管理

居宅
介護保険施設等

医師、看護師、
介護支援専門
員等と連携医師等と連携

在宅療養支援
歯科診療所等

かかりつけ歯科医

①予防活動を通じた地域住民の口腔の
健康管理、外来患者の口腔機能管理

休日・夜間等対応困難
なケースに対応可能な
医療機関との連携

口腔保健センター等
在宅療養支援
歯科診療所等

市町村保健センター等

健康教育、歯科健診等

フォローアップの実施

歯科診療(重症化予防、口腔機能回復)

医療安全体制の構築

学 校

【地域】

病 院

訪問歯科診療
歯科診療所 歯科診療所

訪問歯科診療
(日常生活支援)

訪問歯科診療を
実施している歯科
医療機関と連携

訪問歯科診療を実
施している歯科医療
機関と連携

訪問歯科診療

在宅療養支援診療所等

訪問診療

歯科診療所

【外来】

【体制】

企 業

訪問歯科診療
(日常生活支援)

第７回 歯科医師の資質向上等に関する検討会

平成29年10月13日
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かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準
（１）過去１年間に歯科訪問診療１又は２、歯周病安定期治療及びクラウン・ブリッジ維持管理料を算定している実績があること。

（２）①偶発症に対する緊急性の対応、医療事故及び感染症対策等の医療安全対策に係る研修、②高齢者の心身の特性、口

腔機能の管理及び緊急時対応等に係る研修を修了した常勤の歯科医師が１名以上配置されていること。

（３）歯科医師が複数名配置されていること又は歯科医師及び歯科衛生士がそれぞれ一名以上配置されていること。

（４）診療における偶発症等緊急時に円滑な対応ができるよう、別の保険医療機関との事前の連携体制が確保されていること。

（５）当該診療所において、迅速に歯科訪問診療が可能な歯科医師をあらかじめ指定するとともに、当該担当医名、連絡先電話

番号等について、事前に患者等に対して説明の上、文書により提供していること。

（６）当該地域において、在宅医療を担う保険医療機関と連携を図り、必要に応じて、情報提供できる体制を確保していること。

（７）当該地域において、他の保健医療サービス及び福祉サービスの連携調整を担当する者と連携していること。

（８）口腔内で使用する歯科医療機器等について、患者ごとの交換や、専用の機器を用いた洗浄・滅菌処理を徹底する等十分な

感染症対策を講じていること。

（９）感染症患者に対する歯科診療について、ユニットの確保等を含めた診療体制を常時確保していること。

（１０）歯科用吸引装置等により、歯科ユニット毎に歯の切削時等に飛散する細かな物質を吸引できる環境を確保していること。

（１１）患者にとって安心で安全な歯科医療環境の提供を行うにつき次の十分な装置・器具等を有していること。

①自動体外式除細動器（AED）、②経皮的酸素飽和度測定器（パルスオキシメーター）、③酸素供給装置、④血圧計、

⑤救急蘇生セット、⑥歯科用吸引装置 42

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準

○ かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所は、在宅歯科医療の提供体制及び総合的な環境体制整備等の

確保が施設基準になっている。

○ 施設基準には、医療安全対策及び高齢者の口腔機能管理等に関する研修が含まれている。



う蝕の重症化予防の評価

（新） エナメル質初期う蝕管理加算 260点 ※歯科疾患管理料の加算

【算定要件】
・患者の同意を得て管理等の内容について説明を行った上で、フッ化物歯面塗布を実施
・必要に応じて、プラークコントロール、機械的歯面清掃又はフッ化物洗口の指導を実施
・管理対象部位について、口腔内カラー写真の撮影による評価を行った場合に算定

歯周病の重症化予防の評価

（新） 歯周病安定期治療（Ⅱ） 1歯以上10歯未満 380点
10歯以上20歯未満 550点
20歯以上 830点

【算定要件】
・一連の歯周病治療後、一時的に症状が安定した状態にある患者に対し、歯周組織の状態を維持するための
プラークコントロール、歯周病検査、口腔内写真検査、スケーリング、スケーリング・ルートプレーニング、
咬合調整、機械的歯面清掃処置等の継続的な治療を開始した場合、月１回を限度として算定
・開始に当たって、歯周病検査（歯周精密検査）を行い、症状が一時的に安定していることを確認
・歯周病検査の結果の要点や歯周病安定期治療の治療方針等について管理計画書を作成し、文書により患者等
に対して提供し、当該文書の写しを診療録に添付した場合に算定
・歯周病安定期治療（Ⅱ）の算定に当たっては、口腔内カラー写真の撮影を実施

口腔機能低下の重症化予防の評価

（新） 在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料の加算 100点

かかりつけ歯科医機能の評価

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の評価

平成28年度診療報酬改定
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診療報酬項目及び内容の比較

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所 か強診以外の医療機関

診療報酬項目 エナメル質初期う蝕管理加算
（歯科疾患管理料の加算）

フッ化物歯面塗布処置

点数 260点 120点

算定可能な回数 月に1回 3月に1回

内容
（必要に応じて実施）

フッ化物歯面塗布、口腔内カラー写真撮影
プラークコントロール、機械的歯面清掃、フッ化物洗口指導

フッ化物歯面塗布、口腔内カラー写真撮影

「か強診」の包括範囲 フッ化物歯面塗布処置（120点）、歯管「注８」加算（40点、同一初
診1回限り）、機械的歯面清掃処置（68点、2月に1回）、

－

＜う蝕の重症化予防＞

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所 か強診以外の医療機関

診療報酬項目 歯周病安定期治療（Ⅱ） 歯周病安定期治療（Ⅰ）

点数 1歯以上10歯未満380点、10歯以上20歯未満550点、
20歯以上830点

1歯以上10歯未満200点、10歯以上20歯未満250点、
20歯以上350点

算定可能な回数 月に1回 3月に1回 （全身疾患等の状況により月に1回）

内容、包括範囲
（必要に応じて実施）

プラークコントロール、歯周基本治療、歯周疾患処置又は歯周基本治療処置、機械的歯面清掃処置、咬合調整

「か強診」の包括範囲 歯周病安定期治療（Ⅰ）、口腔内写真検査（1枚10点×5枚）、
歯周病検査（歯周精密検査：1歯以上10歯未満100点、10歯以上
20歯未満220点、20歯以上400点）又は歯周病部分的再評価検
査（1歯につき15点）

－

＜歯周病の重症化予防＞
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○ H29.5.18 中医協総会（診療報酬改定結果検証部会からの報告）

• かかりつけ歯科医の評価は、口腔ケアを含めて極めて重要な課題

○ H29.5.31 中医協総会（歯科医療その１）

• 歯科は、１人が複数の歯科医院で治療するケースは余り考えられないのではないか。

• 歯周病などの早期発見に向けた治療や、他の医師との連携、特に高齢者における評価に力点を置く

べきではないか。

• 介護を担う事業所との連携については、しっかりと要件にすべき。そうしないと、地域包括ケアシステ

ムの中における歯科医の機能が十分に果たされないのではないか。

• 国民が持っているかかりつけ歯科医のイメージと、診療報酬上のかかりつけ歯科医にはギャップが

あると思われる。

• 患者から見て「か強診」かどうかの見分けはつかないので、「か強診」を選んだ理由で「かかりつけの

歯科診療所だから」が最も多いのは、たまたま通院しているところが「か強診」だったということではな

いか。

• 歯科診療所に関しては重複受診は想定されないので、「か強診」で歯科診療所を差別化し、診療報

酬上で差を設けることについて慎重に考えるべき。

これまでの中医協での主なご意見

かかりつけ歯科医機能の評価に関するこれまでの意見
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46,848 

253,218 

226,812 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

歯周病安定期治療（Ⅱ） 歯周病安定期治療（Ⅰ） 歯周病安定期治療

（H27.5月診療分）

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の状況

○ 平成29年4月現在のかかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所（「か強診」）の届出数は7,031施設であり、歯
科診療所の約10％であった。

○ エナメル質初期う蝕管理の算定回数は、「か強診」のみ算定可能な「エナメル質初期う蝕管理加算」の方が

多いが、歯周病安定期治療についてはすべての歯科医療機関が算定可能な歯周病安定期治療（Ⅰ）の方が

多かった。

（回）

出典：NDBデータH28.5月診療分（保険局医療課調べ）

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の届出施設数（H29年4月1日現在）：7,031施設
※H28.5.1時点：2,636施設

（参考：平成28年4月1日現在 歯科保険医療機関数（診療所）：69,618施設） 保険局医療課調べ

59,881 

39,491 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

歯科疾患管理料

エナメル質初期う蝕管理加算

フッ化物歯面塗布処置

３ エナメル質初期う蝕罹患患者

（回）

（「か強診」のみ算定可）
（「か強診」のみ算定可）

エナメル質初期う蝕管理の算定回数 歯周病安定期治療の算定回数
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在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料の算定状況
○ 在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料の算定施設数は、H28.12月時点で421施設であり、歯科
訪問診療を実施している医療機関の約3％であった。

○ 算定回数については、在宅療養支援歯科診療所又はかかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所による算
定が約9割を占めていた。

＜算定施設数＞

平成28年6月

336施設

平成28年12月

421施設

（総数）

出典：NDBデータ
（各月診療分）

出典：NDBデータ（平成28年6月、平成28年12月審査分）

＜算定回数＞

364 296 139 162 240 283

993

1752

473

950 709

1412

666

826

415

500
611

667

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

6月 12月 6月 12月 6月 12月

10歯未満 10歯以上20歯未満 20歯以上

か強診、歯援診以外 か強診 歯援診

（回）

2,023

2,874

1,017

1,612 1,560

2,362

中医協 総－2（改）

2 9 . 1 1 ． 1 0
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かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所を選んだ理由

出典：診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度） ※結果は暫定版であり、今後変更があり得る。

68.4%

48.3%

44.4%

38.9%

11.5%

15.4%

33.8%

45.3%

29.1%

2.1%

0.4%

67.6%

52.6%

52.6%

35.2%

15.8%

19.4%

36.8%

54.5%

34.0%

3.2%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かかりつけの歯科診療所だから

信頼している歯科医師がいるから

むし歯や歯周病の定期的な管理をしてくれるから

通院しやすい場所にあるから

受診しやすい時間に診療しているから

待ち時間が少ないから

説明がわかりやすいから

歯科医師や職員の感じがよいから

清潔感があり､感染対策をしっかりしていると思うから

その他

無回答

エナメル質初期う蝕管理

加算算定患者（n=234）

歯周病安定期治療（Ⅱ）

算定患者（n=253）

回答者：かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所を受診し、H28.8.1～10.31の間にエナメル質初期う蝕管理加算
又は歯周病安定期治療（Ⅱ）を算定した患者

○ かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所に通院中の患者が当該歯科診療所を選んだ理由は、「かかりつ

けの歯科診療所だから」の他に、「歯科医師や職員の感じがよいから」「信頼している歯科医師がいるから」「む

し歯や歯周病の定期的な管理をしてくれるから」が多かった。
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66.0%

14.6%

9.1%

10.2%

75.0%

11.8%

6.3%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成28年７月～11月

平成28年1月～6月

平成27年1月～12月

平成26年12月以前

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所（か強診）

その他の歯科診療所（か強診、歯援診を除く）

診療開始月からの期間の状況

＜H28年12月審査分の診療報酬明細書における診療開始月の状況＞

出典：NDBデータ（平成28年12月審査分）

○ 歯科医療機関を受診する患者の診療開始月からの期間（同一初診期間）は、半年未満が最も多い。

○ かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所と その他の歯科診療所（「か強診」「歯援診」以外）を比べると、

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の方が長期管理を行っている割合が高い傾向にある。

（当該初診から半年未満）

（当該初診から1年未満）

（当該初診から1年以上2年未満）

（当該初診から2年以上）
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かかりつけの歯科医の有無と歯科受診の状況

○ 自立高齢者に対する調査において、「かかりつけの歯科医」があると回答した者は約92%であった
○ 一方で、1年以内に歯科受診を行った者は約75%であり、さらに定期的な歯科健診で受診（困ったことがなく
ても受診）した者は約44%であった。

91.7

75.2

44.1

8.3

24.8

55.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かかりつけの歯科医

1年以内の歯科受診

定期的な歯科健診

あり

なし

出典：鈴木誠太郎他：自立高齢者におけるGOHAIスコアと関連する要因.口腔衛生会誌66：452－457、2016 （データ引用、保険局医療課で作図）

回答者 n=145
老人福祉センター利用者 （自力で通所可能）に対し、自記式質問紙調査
平均年齢72.9±5.1歳
※定期的な歯科健診：困ったことがなくても受診する

＜かかりつけ歯科医の有無と歯科受診の状況＞
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対象：2002年から2008年に歯科診療所に通院している
2歳から18歳の651人

分析方法：「新しくできたむし歯の数」を目的変数として
ロジスティック回帰分析を実施

○ 歯科診療所に通院している2～18歳を対象と
した調査において、フォローアップ回数が10回
を超えると1回と比較して、有意に新しいう蝕
ができにくくなっていた。

出典： Effect of Preventive Oral Hygiene Measures on the 
Development of New Carious lesions，
（Oral Health Prev. Dent，12，2014）

フォローアップの回数
1回 1.0
2-4回 0.608 p=0.134
5-9回 0.415 p=0.065
10回以上 0.473 p=0.010

○ 65歳以上の高齢者を対象とした調査において、3年以上同じ
「かかりつけ歯科医」がいない者は現在歯数20本未満となる
リスクが高くなっていた。

現在歯数が20本未満と関連する要因
男性 女性

3年以上
同じかかりつけ
歯科医

あり 1.0 1.0

なし
10.21
（3.06～34.08）

6.66
（1.43～30.97）

対象：65歳以上の高齢者
現在歯数19本以下の高齢者79人（男性19人、女性60人）
現在歯数20本以上の高齢者85人をコントロール

調査方法：質問紙調査
※「かかりつけ歯科医」：「かかりつけの歯医者（3年以上同じ）がありますか」
の問いに対して「はい」「いいえ」で回答する形式により把握。

出典：高齢者で歯を20本以上保つ要因について～北海道道東
地域におけるケース・コントロール研究～（口衛誌61，2011）

かかりつけ歯科医の効果について

新しいう蝕の発生と
フォローアップ回数の関連

かかりつけ歯科医の有無と
現在歯数との関連

中 医 協 総 － 3

2 7 ． 7 ． 2 2
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オッズ比

性別 1.18

年齢 1.04

喫煙 1.22

不定期来院 2.42

分岐部病変 1.51

全身疾患の既往 1.44

出典：メインテナンス患者における抜歯要因に関する研究（東京医科歯科大学和泉教授提供データ）

対象：歯周治療終了後メインテナンスに移行した患者496名（男性176名、女性320名）
調査内容：メインテナンス移行後の抜歯の有無や時期、原因等

○ メインテナンスに移行した患者において、抜歯に至った要因は歯周病によるものが最も多く、抜歯本数のうち
の43.9％を占めていた。

○ 抜歯に至る要因として、「不定期来院」は高いオッズ比を示している。

16

8

31

55

86

0 20 40 60 80 100

その他

根尖性歯周炎

う蝕

破折

歯周疾患

（本）

(28.1%)

(15.8%)

(4.1%)

(8.2%)

＊

＊

メインテナンス移行後の抜歯と関連する要因要因別の抜歯本数

歯の喪失リスク要因について

(43.9%)

中 医 協 総 － 3

2 7 ． 7 ． 2 2

52

参考



53出典：NDBデータ（平成28年12月審査分）

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の歯科訪問診療の算定回数

○ 一月あたりの歯科訪問診療料の算定回数（約90万回）のうち、かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の
算定回数は約25.5万回だった。
○ 歯科訪問診療1、2、3において、「か強診」が占める割合は、歯科訪問診療1，2で約30％、歯科訪問診療3で
約26％であった。

＜歯科訪問診療1，2，3の各算定回数における各施設（か強診、歯援診、それ以外）の割合＞

＜歯科訪問診療1，2，3の算定回数＞
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85,595 
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69,270 

109,651 

210,040 
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かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所

在宅療養支援歯科診療所

歯科診療所（か強診、歯援診以外）

歯科訪問診療１ 歯科訪問診療2 歯科訪問診療3

255,029回
（28.3％）

（回）

（3,335施設）

（3,168施設）

※在宅療養支援歯科診療所：かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の届出施設を除く

（7,204施設）

413,918回
（45.9％）

232,571回
（25.8％）

901,518回
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25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

歯科訪問診療１

歯科訪問診療2

歯科訪問診療3

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所 在宅療養支援歯科診療所 歯科診療所（か強診、歯援診以外）

（平成28年12月審査分）



○ 1か月間に歯科訪問診療等を実施した患者の実人数は、「0人」を除くと「1～4人」が約3割で最も多い。

○ 在宅療養支援歯科診療所は、「か強診」やその他の歯科診療所よりも歯科訪問診療の患者数が多い傾向
がみられる。

歯科訪問診療の患者数別医療機関の分布

18.3

27.4

11.8 10.0
8.7

6.7

3.6

11.6

2.0

28.0
29.2

8.4 9.3

2.9
4.9

2.5

8.2
6.6

38.2

32.4

7.8

3.9

1.0
0.0 1.0

2.9

12.7

0

10

20

30

40

50

0人 1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人 50～69人 70人以上 無回答

歯援診 か強診 歯科診療所（歯援診、か強診以外）

(%)

在宅療養支援歯科診療所（歯援診) n=552 かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所（か強診） n=486          
歯科診療所（歯援診、か強診以外）n=102 （平成28年9月診療分）

＜1か月間に歯科訪問診療等を実施した患者数（実人数）別医療機関の分布＞

出典：診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度） 54

中医協 総－１（改）

2 9 . 1 1 ． 1 0



55

○ かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所において、医科医療機関へ歯科訪問診療等を行っている割合
は、約30%であったが、栄養サポートチームへの参加は約3%であった。
○ また、歯科医療機関からの歯科訪問診療等の依頼を受けた医療機関は約6%であった。

医療機関（医科・歯科）との連携状況（か強診）

40.0%

29.8%

20.2%

3.0%

59.4%

20.4%

64.2%

33.4%

5.8%

54.6%

16.4%

55.0%

66.4%

75.6%

93.0%

36.4%

73.0%

28.4%

60.2%

88.4%

39.2%

75.0%

5.0%

3.8%

4.2%

4.0%

4.2%

6.6%

7.4%

6.4%

5.8%

6.2%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医科医療機関からの患者

（外来診療）紹介

医科医療機関への歯科

訪問診療等

医科医療機関からの周術期口

腔機能管理に関する依頼

医科医療機関での栄養

ｻﾎﾟｰﾄﾁｰﾑへの参加

医科医療機関への文書による

診療情報提供（診療情報提供料算定）

医科医療機関への文書による

診療情報提供(算定なし）

外科的処置等の専門的な

治療を歯科医療機関へ依頼

歯科医療機関からの患者紹介

歯科医療機関からの歯科

訪問診療等の依頼

歯科医療機関への文書による

診療情報提供（算定あり）

歯科医療機関への文書による

診療情報提供（算定なし）

あり なし 無回答

※H28.8 ～10月の3か月間の連携状況 かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所 n=500
出典：診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度）
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○ 「か強診」「歯援診」以外の歯科診療所において、医科医療機関へ歯科訪問診療等を行っている割合は、
約9%であったが、栄養サポートチームへの参加は約0.4%であった。
○ また、歯科医療機関からの歯科訪問診療等の依頼を受けた医療機関は約1%であった。

医療機関（医科・歯科）との連携状況（その他歯科診療所）

※H28.8 ～10月の3か月間の連携状況 歯科診療所（歯援診、か強診以外） n=256

19.1%

9.0%

13.3%

0.4%

35.2%

11.7%

55.1%

23.0%

1.2%

38.3%

10.5%

72.7%

83.2%

78.5%

93.0%

58.2%

79.3%

37.1%

69.1%

91.0%

54.3%

79.7%

8.2%

7.8%

8.2%

6.6%

6.6%

9.0%

7.8%

7.8%

7.8%

7.4%

9.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医科医療機関からの患者

（外来診療）紹介

医科医療機関への歯科

訪問診療等

医科医療機関からの周術期口

腔機能管理に関する依頼

医科医療機関での栄養

ｻﾎﾟｰﾄﾁｰﾑへの参加

医科医療機関への文書による

診療情報提供（診療情報提供料算定）

医科医療機関への文書による

診療情報提供(算定なし）

外科的処置等の専門的な

治療を歯科医療機関へ依頼

歯科医療機関からの患者紹介

歯科医療機関からの歯科

訪問診療等の依頼

歯科医療機関への文書による

診療情報提供（算定あり）

歯科医療機関への文書による

診療情報提供（算定なし）

あり なし 無回答

出典：診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度）



18.2%

24.8%

24.2%

37.0%

15.8%

4.2%

2.4%

22.6%

33.6%

26.2%

21.6%

38.8%

77.4%

70.8%

71.4%

59.6%

79.4%

91.6%

93.4%

73.2%

62.2%

69.8%

74.6%

57.2%

4.4%

4.4%

4.4%

3.4%

4.8%

4.2%

4.2%

4.2%

4.2%

4.0%

3.8%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護療養型医療施設への

歯科訪問診療等

介護老人保健施設への

歯科訪問診療等

介護老人福祉施設への

歯科訪問診療等

居住系高齢者施設等への

歯科訪問診療等

その他の施設への

歯科訪問診療等

介護保険施設で実施される

NST･ﾐｰﾙﾗｳﾝﾄﾞ等への参加

その他の施設で実施される

NST･ﾐｰﾙﾗｳﾝﾄﾞ等への参加

施設等で行われる口腔

衛生管理への協力

施設職員への口腔に関する

技術的助言や研修等の実施

協力歯科医院に指定されて

いる介護保険施設等

地域包括支援ｾﾝﾀｰからの

患者紹介や情報共有等

居宅介護支援事業所からの

患者紹介や情報共有等

あり なし 無回答

○ 施設との連携については、居宅介護支援事業所からの患者紹介や情報共有等が最も多かった。
○ 施設職員への口腔に関する技術的助言等は約34%で実施してたが、ミールラウンド等への参加は約2%で

あった。

介護保険施設等との連携状況（か強診）

57出典：診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度）
※H28.8 ～10月の3か月間の連携状況 かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所 n=500



○ 施設との連携については、最も多いその他の施設等への歯科訪問診療で約9%であった。
○ 次いで、協力歯科医療機関に指定されているが約9%であったが、歯科訪問診療の実施は約5%に留まって

いた。

介護保険施設等との連携状況（その他の歯科診療所）

出典：診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度）

3.5%

5.5%

5.5%

5.1%

9.0%

3.9%

1.6%

0.0%

3.9%

8.6%

7.8%

2.7%

88.3%

85.9%

85.9%

86.3%

82.4%

86.7%

89.1%

90.6%

87.9%

82.8%

83.6%

88.3%

8.2%

8.6%

8.6%

8.6%

8.6%

9.4%

9.4%

9.4%

8.2%

8.6%

8.6%

9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護療養型医療施設への

歯科訪問診療等

介護老人保健施設への

歯科訪問診療等

介護老人福祉施設への

歯科訪問診療等

居住系高齢者施設等への

歯科訪問診療等

その他の施設への

歯科訪問診療等

介護保険施設で実施される

NST･ﾐｰﾙﾗｳﾝﾄﾞ等への参加

その他の施設で実施される

NST･ﾐｰﾙﾗｳﾝﾄﾞ等への参加

施設等で行われる口腔

衛生管理への協力

施設職員への口腔に関する

技術的助言や研修等の実施

協力歯科医院に指定されて

いる介護保険施設等

地域包括支援ｾﾝﾀｰからの

患者紹介や情報共有等

居宅介護支援事業所からの

患者紹介や情報共有等

あり なし 無回答

※H28.8 ～10月の3か月間の連携状況 歯科診療所（歯援診、か強診以外） n=256
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○ 在宅療養支援歯科診療所と医科医療機関との連携は、診療情報提供が約半数で最も多く、歯科訪問診療
等を行っている割合は35.7%、栄養サポートチームへの参加は2.2%であった。

○ また、歯科医療機関からの歯科訪問診療等の依頼については約1割であった。

医療機関（医科・歯科）との連携内容（歯援診）

※H28.8 ～10月の3か月間の連携状況 在宅療養支援歯科診療所 n=552

39.3%

35.7%

16.7%

2.2%

50.7%

21.9%

48.6%

26.1%

9.8%

37.3%

13.0%

58.2%

61.6%

80.3%

94.9%

46.0%

72.1%

45.7%

69.4%

85.5%

57.6%

81.0%

2.5%

2.7%

3.1%

2.9%

3.3%

6.0%

5.8%

4.5%

4.7%

5.1%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医科医療機関からの患者

（外来診療）紹介

医科医療機関への歯科

訪問診療等

医科医療機関からの周術期口

腔機能管理に関する依頼

医科医療機関での栄養

ｻﾎﾟｰﾄﾁｰﾑへの参加

医科医療機関への文書による

診療情報提供（診療情報提供料算定）

医科医療機関への文書による

診療情報提供(算定なし）

外科的処置等の専門的な

治療を歯科医療機関へ依頼

歯科医療機関からの患者紹介

歯科医療機関からの歯科

訪問診療等の依頼

歯科医療機関への文書による

診療情報提供（算定あり）

歯科医療機関への文書による

診療情報提供（算定なし）

あり なし 無回答

出典：診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度）

中 医 協 総 － 2

2 9 . 1 1 ． 1 0
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17.9%

31.0%

30.6%

45.8%

18.3%

5.6%

2.2%

25.0%

38.6%

28.1%

21.6%

35.3%

76.4%

64.9%

64.9%

50.4%

75.5%

89.9%

92.8%

70.8%

57.1%

67.2%

73.9%

60.7%

5.6%

4.2%

4.5%

3.8%

6.2%

4.5%

5.1%

4.2%

4.3%

4.7%

4.5%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護療養型医療施設への

歯科訪問診療等

介護老人保健施設への

歯科訪問診療等

介護老人福祉施設への

歯科訪問診療等

居住系高齢者施設等への

歯科訪問診療等

その他の施設への

歯科訪問診療等

介護保険施設で実施される

NST･ﾐｰﾙﾗｳﾝﾄﾞ等への参加

その他の施設で実施される

NST･ﾐｰﾙﾗｳﾝﾄﾞ等への参加

施設等で行われる口腔

衛生管理への協力

施設職員への口腔に関する

技術的助言や研修等の実施

協力歯科医院に指定されて

いる介護保険施設等

地域包括支援ｾﾝﾀｰからの

患者紹介や情報共有等

居宅介護支援事業所からの

患者紹介や情報共有等

あり なし 無回答

○ 在宅療養支援歯科診療所と施設との連携は、居住系高齢者施設等への歯科訪問診療が最も多かった。

○ 施設職員への口腔に関する技術的助言等は38.6%で実施していたが、ミールラウンド等への参加は5.6%で

あった。

介護保険施設等との連携内容（歯援診）

出典：診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度）
※H28.8 ～10月の3か月間の連携状況 在宅療養支援歯科診療所 n=552

中 医 協 総 － 2

2 9 . 1 1 ． 1 0
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出典：診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度） ※結果は暫定版であり、今後変更があり得る。

○ 地域の在宅医療・介護等を担う医療機関・事業所との連携内容をみると、かかりつけ歯科医機能強化型歯

科診療所（「か強診」）では「地域ケア会議、サービス担当者会議などへの参加」が約38％で最も多かった。

○ 一方、「か強診」以外の歯科診療所では「他に行っていることはない」が約58％で最も多かった。

地域の在宅医療・介護等を担う医療機関・事業所との連携状況

38.2%

31.8%

28.8%

37.6%

6.4%

3.2%

34.2%

3.2%

16.4%

11.3%

14.8%

19.9%

0.8%

2.3%

57.8%

8.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域ｹｱ会議､ｻｰﾋﾞｽ担当者会議などへの参加

地域の医療機関等が開催する会議･研修会･

勉強会などへの参加

自治体や各種団体等が開催する地域住民を

対象とした事業への協力

健康相談の実施､健診事業への協力

介護保険に係る相談の実施

その他

他に行っていることはない

無回答

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所（n=500） 歯科診療所（n=256）

※「歯科診療所」：調査票発送時点において、かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準の届出を行っていない歯科診療所

中 医 協 総 － ２

2 9 ． 5 ． 3 1
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○ 「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」の施設基準の届出を行っていない理由は、人員配置基準であ

る「複数の歯科医師を配置又は歯科医師及び歯科衛生士を各1名以上配置」が最も多く約26%であった。
○ 次いで「過去1年間に歯科訪問診療1又は2の算定実績があること」が約22%であった。

62

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の届出を行っていない理由

n=179
かかりつけ歯科医機能強化型
歯科診療所の施設基準の届出
を行っていない歯科診療所

＜かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の届出を行う上で最も難しい要件＞

出典：診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度）
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17.3 
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10.1 
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過去1年間に歯科訪問診療1又は2の算定実績があること

過去1年間の歯周病安定期治療及びｸﾗｳﾝ･ﾌﾞﾘｯｼﾞ維持管理料の算定実績

常勤の歯科医師が施設基準の要件に係る研修を修了

偶発症等緊急時への対応のため、保険医療機関との連携体制を構築

複数の歯科医師を配置又は歯科医師及び歯科衛生士を各1名以上配置

担当歯科医師名、連絡先について事前に患者に説明し文書を提供

在宅医療を担う保険医療機関との連携体制を構築すること

他の保険医療ｻｰﾋﾞｽ及び福祉ｻｰﾋﾞｽの連携調整担当者と連携

口腔内で使用する歯科医療機器等について、十分な感染症対策

感染症患者に対する診療体制を常時確保

歯科ﾕﾆｯﾄ毎に飛散する細かな物質を吸引できる環境を確保

自動体外式除細動器等の装置・器具等を備えていること

厳しい要件はないが、届出は行っていない

無回答

（%）



○地域の関係者との連携体制を確保しつつ、口腔疾患の重症化予防や口腔機能維持のため、継続的な口腔

管理・指導が行われるよう、以下の観点からかかりつけ歯科医機能の評価及びかかりつけ歯科医機能強化

型歯科診療所の施設基準の見直しを検討してはどうか。

・う蝕や歯周病の重症化予防に関する継続的な管理の実績

・地域連携（地域ケア会議等の介護に関する会議等への参加又は地域の健診事業等への協力等）の実績

・在宅医療における継続管理や医療機関間の連携体制等に関する評価

・かかりつけ歯科医として必要な知識や技術の習得を推進するため、研修内容の見直し及び一定期間ごと

の研修の受講

○かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所と在宅療養支援歯科診療所の機能を明確化する観点から、かか

りつけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準における歯科訪問診療の要件については、歯科訪問診

療の実績又は在宅療養支援歯科診療所との連携（歯科訪問診療の依頼）実績としてはどうか。

【論点（案）】

かかりつけ歯科医機能の評価に関する論点（案）
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１．地域包括ケアシステムの構築の推進

（１）医科歯科連携

• 周術期口腔機能管理
• 医科歯科間の診療情報共有
（２）病院併設歯科の評価

（３）かかりつけ歯科医機能の評価

２．歯科外来診療における院内感染対策

３．口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応等

本日の内容
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歯科外来診療における院内感染防止対策に関する課題

・歯科外来診療においては、日常的に唾液もしくは血液に触れる環境下で多くの器械・器具を使用しており、使用した器具・器材に

ついては、患者毎に取り替える（患者毎に滅菌もしくはディスポーザブル製品の使用）ことが必要なものが多い。

・一方で、歯科用ハンドピースについて、患者毎に交換している歯科診療所は約半数であるという厚生労働科学研究の結果が報

告されている。

・歯科診療における院内感染防止対策に関して必要な対策としては、「診療報酬による評価の充実」が最も多く、次いで「医療従

事者に対する研修の充実」が多かった。

・現行では、歯科外来診療における院内感染防止対策は、歯科医療の総合的な環境整備の評価である歯科外来診療環境体制

加算（基本診療料の加算）の施設基準の一部に含まれて、実施している医療機関に対する加算評価となっている。

【課題】
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歯科外来診療の特徴

○ 歯科外来診療においては、日常的に唾液もしくは血液に触れる環境下で多くの器械・器具を使用している。

（写真提供：日本歯科器械工業協同組合）

○歯科用ガス圧式ハンドピース

【使用目的】

圧縮空気を回転に変換することによ
り、歯科用バー、リーマ等の回転器具
を駆動する。

・口腔内バキューム
・排唾管
・スリーウェイシリンジ

歯科外来診療時に使用する患者毎に交換（滅菌）が必要な器械・器具の例

○歯科治療基本セット
・歯科用ミラー
・ピンセット 等

○手用器具

○マイクロモーター用ハンドピース
○スケーラー

○印象用トレー
（型取り用の器具）

○バー、ポイント類

（患者用）
・エプロン
・うがい用コップ 等

（術者用）
・手袋 等
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【治療内容に応じて使用する器具の例】

○抜歯用器具



※日本歯科医学会監修： エビデンスに基づく一般歯科診療における院内感染対策実践
マニュアル改訂版

【歯科用ユニットから取り外しが可能な器械・器具の滅菌】

歯科用ユニットから取り外しできる使用済みの器械・器具、および口腔内に挿
入した器械・器具は、 すべて患者ごとに取り替える。

（対象となる主な器械・器具の例）

高速エアタービンハンドピース、電気エンジンハンドピース、排唾管、バー類、ポイント類、スリーウェ
イシリンジチップ、歯科治療基本セット 等

【耐熱性のある器械・器具の滅菌】

耐熱性のある器械・器具は、原則としてオートクレーブを用いて滅菌する。その

際、各器械・器具ごとにメーカーが指定する温度・時間を遵守する。

（対象となる器械・器具の例）

高速エアタービンハンドピース、電気エンジンハンドピース、排唾管、バー類、ポイント類、スリーウェイ
シリンジチップ、歯科治療基本セット、バー・ポイント類、抜歯用機具類、口腔内印象採得用既製トレー
等

歯科診療で用いる機械・器具の滅菌

オートクレーブ
（高圧蒸気滅菌器）の例
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（ハンドピース類用小型高圧蒸気滅菌器）

参考



○平成29年7月2日新聞報道 「歯削る機器 半数使い回し」

・平成28年度厚労科研の調査結果を元にした記事

・ハンドピースを「患者ごとに交換」と回答した

歯科診療所の割合は約52％

・平成24年度厚労科研の調査結果では約31％
患者毎に交

換、滅菌

52%

感染症患者と

分かった場合

交換、滅菌

17%

状況に応じ交

換、滅菌

16%

消毒薬の清拭

14%

使い捨ての

ものを使用

0%

何も行わない

0%

その他

1%

回答なし

0%
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歯科医療機関の院内感染対策に関する最近の動向

歯科診療所における歯科用ハンドピース等の使い回しについて

＜使用済みハンドピースの取扱い＞

厚労科研 「歯科ユニット給水システム純粋化装置の開発に関する研究」
H28年度 総括報告書より

○ 「歯科医療機関における院内感染対策の周知について（依頼） （医政歯発0904第2号 平成29年9月4日）

・都道府県等の関係部局宛てに、ハンドピースの滅菌処理等の院内感染対策に取り組むよう、改めて周知を依頼
・ハンドピース等の使用に当たっては、感染の防止を含む医療安全の観点から、添付文書で指定された使用方法

等を遵守するとともに、使用後は滅菌するよう、必要に応じ医療機関に対し指導を行うよう依頼

医政局歯科保健課長通知
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一般歯科診療時の院内感染対策に係る指針

（質問8）
使用したハンドピースは、患者ごとにオートクレーブ滅菌する方がアルコールなど消毒薬を
用いた清拭よりも、院内感染防止に有効ですか？

回答

平成24 年に日本歯科医師会会員を対象に実施されたアンケート調査によれば、使用したハンドピース
を患者ごとに滅菌しているという回答は全体の3 割にとどまっていました。エアタービンハンドピースは、回
転停止時にタービンヘッド内に陰圧が生じ、口腔内の唾液、血液、切削片などを含む汚染物資が内部に

吸い込まれるサックバック現象が問題とされ、最近ではサックバック防止構造が各メーカーのハンドピース

に備えられています。

しかし、色素液を用いたサックバック現象の研究によれば、エアタービンハンドピースで色素の内部吸い

込みが確認されており、患者に使用後、滅菌しないハンドピースを次の患者に使用すれば交差感染を引

き起こす可能性があります。低速回転の歯面研磨用ハンドピースでも同様の問題が明らかにされていま

すので、使用したハンドピースは患者ごとに交換し、オートクレーブ滅菌することが強く勧められます。

一般歯科診療時の院内感染対策に係る指針 （平成26年3月31日）
日本歯科医学会厚生労働省委託事業「歯科保健医療情報収集等事業」一般歯科診療時の院内感染対策作業班

○ 平成23-25 年度厚生労働省歯科保健医療情報収集等事業に基づき、安心・安全な歯科医療の推進のために、
一般歯科診療時の院内感染に関する標準的な予防策に資する目的でまとめたもの。

○ 指針として現時点で有益な情報と思われる文献を基に、質問に対する回答と解説として、平易な言葉に書き
直してまとめた。

参考
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院内感染防止に必要な対策

○ 歯科診療における院内感染防止対策に関して必要な対策として、「診療報酬による評価の充実」が最も多く、

次いで「医療従事者に対する研修の充実」が多かった。

出典：厚労科研 「歯科ユニット給水システム純粋化装置の開発に関する研究」 H28年度 総括報告書

310

487

592

300

61

4

16

0

0 100 200 300 400 500 600

学生教育における教育の充実

医療従事者に対する研修の充実

診療報酬による評価の充実

感染防止が徹底される新たな技術や医療機器の開発

医療監視等の体制整備

わからない

その他

回答なし

（名）

＜院内感染防止に必要な対策＞

n=700

「患者毎
に交換」
回答群

（n=365）

「状況に応じて交換

（感染症とわかった場合
含む）」回答群

(n=234)

「清拭のみ」
回答群

(n=94)

エアタービン 14.0本 9.32本 7.4本

コントラアングル 10.0本 6.2本 4.8本

ストレートエンジン 6.9本 5.0本 4.1本

「患者毎
に交換」
回答群

「状況に応じて
交換（感染症と
わかった場合含
む）」回答群

「清拭のみ」
回答群

エアタービンを使用する患者数 16.8人 15.9人 13.4人

コントラアングルを使用する患者数 16.0人 13.4人 12.8人

ストレートエンジンを使用する患者数 10.7人 9.2人 7.9人

＜歯科用ハンドピースの平均保有本数＞ ＜平均患者数＞
参考



【歯科外来診療環境体制加算】

歯科の外来診療の特性を踏まえ、患者にとってより安全で安心できる歯科医療の総合的な環境整備の評価

［施設基準］
１ 所定の研修を修了した常勤の歯科医師が１名以上配置されていること
２ 歯科衛生士が１名以上配置されていること
３ 緊急時の初期対応が可能な医療機器（AED、酸素、血圧計、パルスオキシメーター）を設置していること
４ 診療における偶発症等緊急時に円滑な対応ができるよう、別の保険医療機関との事前の連携体制が確保されていること
５ 口腔内で使用する歯科医療機器等について、患者ごとの交換や、専用の機器を用いた洗浄・滅菌処理を徹底する等十分な感
染症対策を講じていること
６ 感染症患者に対する歯科診療について、ユニットの確保等を含めた診療体制を常時確保していること
７ 歯科用吸引装置等により、歯科ユニット毎に歯の切削や義歯の調整、歯の被せ物の調整時等に飛散する細かな物質を吸収
できる環境を整備していること
８ 歯科診療に係る医療安全管理対策を実施している旨の院内掲示を行っていること

歯科外来診療環境体制加算届出数
（各年7月1日時点）

○ 届出歯科医療機関数は年々増加しており、H27.7.1時点で10,944施設
（約16％）であったが、H28.4.1 時点では12,480施設（約18%）となっている。

（施設）

歯科医療の総合的な環境整備に対する評価

歯科の外来診療の特徴
誤飲や誤嚥の恐れのある細小な器具や歯冠修復物が多用されている

偶発症リスクを高める観血的な処置を行う機会が多い 等

→ 歯科外来診療環境体制加算 初診時 【25点】 再診時 【5点】 (初診料、再診料の加算)

出典：保険局医療課調べ

歯科外来診療環境体制加算の推移
平成20年度改定 初診時30点
平成24年度改定 初診時28点、再診時2点
平成26年度改定 初診時26点、再診時4点

2,868
4,370 4,770 5,040

6,687
7,937

9,044

10,944

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

H28年度診療報酬改定
初診時 25点
再診時 5点
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歯科外来診療における院内感染防止対策に係る対応案（イメージ）

現行

(約25％) (約75％)

外来環
届出施設

（初診料） 259点

外来環
未届出施設

外来環

初診料
234点

外来環
＋

初診料
259 点

【初診料】

外来環
25点

234点

（再診料） 50点 45点

改定（案）

外来環
届出施設

（初診料） 259点

新施設基準
届出施設

外来環

初診料
（234－△）点

【初診料】

外来環 （25－○）点

234＋○点

（再診料） 50点 45＋○点

外来環
＋

初診料
259 点

－△点

＋○点

初診料
（234＋○）点

新施設基準
未届出施設

234－△点

45－△点

※新施設基準：院内感染防止対策に関する基準
届出に一定期間の経過措置を設定



○ 歯科外来診療の特徴を踏まえ、歯科医療機関における院内感染防止対策を推進する観点から、基本診

療料（初診料・再診料）において院内感染防止対策に関する施設基準を新設し、基本診療料（初診料・再診

料）の引き上げを行うとともに、院内感染防止対策に関する施設基準の届出がない医療機関については、

基本診療料を減算することとしてはどうか。また、院内感染防止対策に関する施設基準の届出に関しては、

体制整備に時間を要する医療機関もあると考えられることから、一定期間の経過措置を設けてはどうか。

○ なお、院内感染対策を含む歯科外来診療における歯科治療の総合的な環境整備が条件とされていること

から、歯科外来診療環境体制加算の評価については施設基準の見直しを行ってはどうか。

【論点（案）】

歯科外来診療における院内感染防止対策に関する論点（案）
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１．地域包括ケアシステムの構築の推進

（１）医科歯科連携

• 周術期口腔機能管理
• 医科歯科間の診療情報共有
（２）病院併設歯科の評価

（３）かかりつけ歯科医機能の評価

２．歯科外来診療における院内感染対策

３．口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応等

本日の内容
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口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応等に関する課題

・歯科疾患の継続的な管理は、歯科疾患管理料で評価されているが、主にう蝕・歯周病を中心とした管理となっており、口腔機能

の管理に関する観点は明確化されていない。

・一方で、近年、発達期の小児や、高齢者の口腔機能低下に対する評価や管理についての考え方が示されている。

・また、う蝕又は歯周疾患の指導管理に関連する技術としては、歯科衛生実地指導料、口腔内写真検査、機械的歯面清掃処置

があるが、口腔内写真検査及び機械的歯面清掃処置は歯周疾患に限定されている。

・歯科治療時に全身的な管理を必要とする疾患を有する患者の医療管理は、医科の担当医からの診療情報提供に基づく総合的

医療管理（バイタルサインのモニタリングを含む。）を評価した歯科治療総合医療管理料（Ⅰ）と医科の担当医からの診療情報提

供を必要としない歯科治療総合医療管理料（Ⅱ）がある。

・音声・構音障害に対する訓練は脳血管疾患等リハビリテーション料により評価されているが、舌悪性腫瘍等による舌切除後など

器質的変化による音声・構音障害は当該リハビリテーションの対象に含まれていない。

・平成28年診療報酬改定において、「M029有床義歯修理」についてはより短期間での修理を評価する観点から預かった当日の修

理の評価を新設し、「M030有床義歯内面適合法」では間接法による軟質裏装材を用いた場合の評価を新設した。

【課題】
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継続的管理を必要とする歯科疾患を有する患者（歯の欠損症のみを有する患者を除く。）に対して、口腔を一単位としてとら

え、患者との協働により行う口腔管理に加えて、病状が改善した疾患等の再発防止及び重症化予防を評価したもの

注8 13歳未満のう蝕多発傾向者に対するフッ化物洗口指導を行った場合 40点加算
（歯科疾患管理の実施期間中1回を限度）

注10 エナメル質初期う蝕管理加算 260点
かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所において、エナメル質初期う蝕に罹患している患者に対して、管理及び療養上必要な指導等を行っ

た場合（フッ化物歯面塗布及び口腔内カラー写真の撮影を行った場合に算定）

［主な算定要件］
○ 患者又はその家族等の同意を得て管理計画を作成
○ 管理計画は、歯科疾患の継続的管理を行う上で必要となる情報

患者の歯科疾患と関連性のある生活習慣の状況及び患者の基本状況（全身の状態、基礎疾患の有無、服薬状況、喫煙状況等）、生活習慣の改

善目標、口腔内の状態、必要に応じて実施した検査結果等の要点、歯科疾患と全身の健康との関係、治療方針の概要等

歯科疾患管理料 100点 （月に1回を限度）

歯科疾患の指導管理等に係る診療報酬

・歯周病検査を実施する場合におい

て、プラークコントロールの動機付けを

目的として、歯周疾患の状態を患者に

示した場合に算定

10
口腔内写真検査 （1枚につき）

10点

○ 歯科疾患の継続的な管理は、歯科疾患管理料で評価されている。

○ さらに、う蝕又は歯周疾患の指導管理に関連する技術としては、歯科衛生実地指導料、口腔内写真検査、

機械的歯面清掃処置があるが、口腔内写真検査及び機械的歯面清掃処置は歯周疾患に限定されている。

・歯周疾患に罹患している患者に対して、歯

科医師又はその指示を受けた歯科衛生士

が、歯科用の切削回転器具及び研磨用ペー

ストを用いて行う歯垢除去等

・歯科疾患管理料又は歯科疾患在宅療養管

理料を算定した患者に算定

68
機械的歯面清掃処置（1口腔につき）

68点

・う蝕又は歯周病に罹患している患者に対して、主治の

歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が15分以上実地
指導を行った場合に算定

歯科衛生実地指導料
歯科衛生実地指導料1 80点 歯科衛生実地指導料2 100点
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＜歯科医師に対する食に関連する相談の状況＞

60.1

34.8

42.6

99.2

67.4

39.7

64.9

56.6

0.7

32.4

0.1

0.3

0.8

0.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子どもの食の問題に関する相談

子どもの摂食・嚥下に関する相談

摂食・嚥下障害に関する相談

子どもの噛み合わせに関する相談

咀嚼に関する相談

はい いいえ 無回答

回答者 n=712
小児歯科を標榜する医療機関の管理者又は小児歯科を専門とする医療機関の管理者

小児の口腔機能に関連する相談の状況

○ 小児歯科を標榜する歯科医療機関等における相談の状況をみると、「子どもの噛み合わせに関する相談」

はほぼすべての医療機関で相談をうけている。

○ 次いで、「咀嚼に関する相談」が約67％であった。

出典：「子どもと保護者への食の問題に関する調査」報告書：日本歯科医学会 2015年 77



1.6

5.8

3.3

4.0

5.1

7.5

7.7

9.3

9.3

10.7

13.8

14.7

17.8

22.7

24.1

25.5

42.1

53.3

58.9

69.4

0 20 40 60 80

特になし/無回答

その他

よく吐く

消化が悪い

食べ過ぎる

朝食を食べないことがある

ちらかし食い

食べるのを嫌がる

食欲がない

テレビなどを見ながら食べる

口から出す

むら食い

早食い

アレルギー体質

小食

遊び食い

お菓子やジュースばかりで食事が食べられない

偏食する

食べるのに時間がかかる

よく噛まない

＜歯科医師への子どもの食の問題に関する保護者からの相談内容＞

回答者 n=428 （複数回答）
小児歯科を標榜する医療機関の管理者又は
小児歯科を専門とする医療機関の管理者

小児の口腔機能に関連する相談内容

○ 子どもの食の問題に関する保護者からの相談内容について、最も多いのは「よく噛まない」で約69％、次いで
「食べるのに時間がかかる」が約59％であり、咀嚼機能に関連すると考えられる相談が多い。

出典：「子どもと保護者への食の問題に関する調査」報告書：日本歯科医学会 2015年
(%)
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小児の口腔の変化

○ 乳児期から学童期の発達過程において、歯の萌出と乳歯列から永久歯列への交換（形態の変化）がおこる。

○ 同時に、口腔機能については、嚥下様式が変化するとともに咀嚼機能を獲得していく。

日本歯科医学会重点研究委員会提供資料をもとに保険局医療課で作成

乳幼児期の発達過程と口腔の変化

発達過程にあわせたステージ別の評価と口腔機能管理が必要

哺

乳

離

乳

卒

乳

乳
児
型
嚥
下

成
熟
型
嚥
下

嚥下様式の移行

無
歯
期

乳
歯
列
期

混
合
歯
列
期

永
久
歯
列
期

乳幼児期の口腔機能の変化

咀嚼機能の獲得

【発達過程】
1．乳児期（前期・後期）
2．幼児期初期
3．幼児期中期
4．幼児期後期
5．学童期

【乳歯の萌出に伴う口腔内変化】

• 指しゃぶりをしますか？
• 口を触られるのが苦手ですか？
• むし歯がありますか？
• 口臭が気になりますか？
• 歯並びが気になりますか？
• 発音で気になることはありますか？
• 涎がとても多いですか？
• ぶくぶくうがいはできますか？
• いつも口が開いていますか？
• 食べ物をよく噛みますか？
• 食べる時間がかかりますか？
• 極端な好き嫌いはありますか？
• 前歯でかじれますか？
• 道具を使って食べますか？
• 身長・体重は増えていますか？

幼児期後期のチェック項目（例）



61.4

31.4

5.9

1.3

何でもかんで食べることができる

一部かめない食べ物がある

かめない食べ物が多い

かんで食べることはできない

0 20 40 60 80 100 (%)

（n=1,813）

○ 70歳以上の高齢者の咀嚼状況について、 「かめない食べ物が多い」 「一部かめない食べ物がある」と回答
した者がそれぞれ約6%と約31%であった。

○ 食べ方や食事中の様子では「半年前に比べて固いものが食べにくくなった」が約32%、「口の渇きが気にな
る」「お茶や汁物等でむせることがある」がそれぞれ25%であった。

高齢者の口腔機能の状況

出典：平成27年国民健康・栄養調査

咀嚼の状況（70歳以上）

食べ方や食事中の様子（70歳以上）

66.7 

32.2 

25.9 

25.1 

57.8 

33.3 

67.8 

74.1 

74.9 

42.2 

0 20 40 60 80 100

ゆっくりよくかんで食事をする

半年前に比べて固いものが食べにくくなった

お茶や汁物等でむせることがある

口の渇きが気になる

左右両方の奥歯でしっかりかみしめられる

はい

いいえ

(%)

（n=1,806）

80

中 医 協 総 － ２
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口腔機能低下症（日本老年歯科医学会）

口腔機能低下症の診断基準：以下の7項目中、3項目を満たした場合
①口腔不潔 ②口腔乾燥 ③咬合力低下 ④舌口唇運動機能低下 ⑤低舌圧
⑥咀嚼機能低下 ⑦嚥下機能低下

⇒単一の口腔機能ではなく、各口腔機能低下の複合的要因によってあらわれる病態

老化による口腔機能の低下

出典：高齢期における口腔機能低下―学会見解論文 2016年度版― 一般社団法人日本老年歯科医学会学術委員会

（一般社団法人日本老年歯科医学会ＨＰより引用）

口腔機能低下症の概念
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診療報酬で関連する検査が評価されている口腔機能低下症の項目

出典：高齢期における口腔機能低下―学会見解論文 2016年度版― 一般社団法人日本老年歯科医学会学術委員会

○ 口腔機能低下症に関連する項目のなかで、低舌圧と咀嚼機能低下については、診断のための検査方法で

ある舌圧検査と有床義歯咀嚼機能検査が診療報酬で評価されている（対象患者は限定）。

低舌圧

口腔機能低下症の診断基準：以下の7項目中、3項目を満たした場合
①口腔不潔 ②口腔乾燥 ③咬合力低下 ④舌口唇運動機能低下
⑤低舌圧 ⑥咀嚼機能低下 ⑦嚥下機能低下

１）概念

・舌を動かす筋群の慢性的な機能低下により、舌と

口蓋や食物との間に発生する圧力が低下した状態。

・進行に伴って、健常な咀嚼と食塊形成および嚥下に支

障を生じ、必要栄養量に見合うだけの食物摂取はでき

ない状態にいたる可能性

２）関連する検査

Ｄ０１２ 舌圧検査

咀嚼機能低下

１）概念

・加齢や健康状態、口腔内環境の悪化により、食べこぼ

しや嚥下時のむせ、かめない食品が増加し、食欲低

下や食品の多様性が低下し、悪化した状態。

・咬合力や舌の運動能力が低下し、結果的に低栄養、

代謝量低下を起こすことが危惧される状態

２）関連する検査

Ｄ０１１ 有床義歯咀嚼機能検査

Ｄ０１２ 舌圧検査

・舌接触補助床を装着した患者
又は装着を予定する患者

Ｄ０１１ 有床義歯咀嚼機能検査

・総義歯を新たに装着した場合又は装着している場合

・9歯以上の局部義歯を装着し、かつ当該局部義歯以外は、
臼歯部で垂直的咬合関係を有しない場合

（参考）現行の診療報酬上の対象患者



全身的な疾患を有する患者に対する医学管理

○ 全身的な疾患を有する患者に対する医学管理の評価は、医科の主治医からの診療情報提供を受けた患者に対する総合的

な医学管理（バイタルサインのモニタリングを含む。）歯科治療総合医療管理料（Ⅰ）と、対象疾患は限定的であるが主治医か

らの診療情報提供は不要で、歯科治療中の医学管理及びモニタリングを評価した歯科治療総合医療管理料（Ⅱ）がある。

○ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関において、別に

厚生労働大臣が定める疾患を主病とする患者であって、別の保険医療機関（歯科診療を行うものを除く。）から歯科治療にお

ける総合的医療管理が必要であるとして文書による診療情報の提供を受けたものに対し、処置等を行うに当たって必要な医

学管理を行った場合に算定

○ 呼吸心拍監視、新生児心拍・呼吸監視、カルジオスコープ（ハートスコープ）、カルジオタコスコープ及び簡単な鎮静が含ま

れ、別に算定できない。

［対象疾患］

高血圧性疾患、虚血性心疾患、不整脈、心不全、喘息、慢性気管支炎、糖尿病、甲状腺機能障害、副腎皮質機能不全、脳血管障害、てんかん、甲

状腺機能亢進症、自立神経失調症、骨粗鬆症（ビスフォスホネート系製剤服用患者に限る。）、慢性腎臓病（腎透析を受けている患者に限る。）

歯科治療総合医療管理料（Ⅰ） 140点 （月に1回を限度）

○ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関において、全身

的な管理が必要な患者に対し、処置等を行うに当たって必要な医学管理を行った場合に算定

○ 呼吸心拍監視、新生児心拍・呼吸監視、カルジオスコープ（ハートスコープ）、カルジオタコスコープ及び簡単な鎮静が含ま

れ、別に算定できない。

［対象疾患］

高血圧性疾患、虚血性心疾患、不整脈、心不全、脳血管障害

歯科治療総合医療管理料（Ⅱ） 45点 （1日につき）
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歯科治療総合医療管理料の算定回数

○ 歯科治療総合医療管理料（Ⅰ）の算定回数は増加傾向であった。

○ 平成28年新設の歯科治療総合医療管理料（Ⅱ）の算定件数、算定回数ともにさらに多く、算定回数は歯科
治療総合医療管理料（Ⅰ）の約５倍であった。

12,619

15,870

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

51,313件

79,315回

0

20,000

40,000

60,000

80,000

算定件数 算定回数

出典：社会医療診療行為別統計

＜歯科治療総合医療管理料（Ⅰ）の算定回数＞ ＜歯科治療総合医療管理料（Ⅱ）の算定件数及び算定回数＞

（回）

（算定：月に１回を限度） （算定：１日につき）



【著しく歯科治療が困難な者】

脳性麻痺等で身体の不随意運動や緊張が強く体幹の安定が得られない状態

知的発達障害により開口保持ができない状態や治療の目的が理解できずに治療に協力が

得られない状態

重症の喘息患者で頻繁に治療の中断が必要な状態

日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ歯科診療に

際して家族等の援助を必要とする状態

歯科診療で特別な対応が必要な患者について

「著しく歯科治療が困難な者」に対する診療を歯科診療特別対応加算として評価

障害者への歯科治療の特徴など

○ 歯科治療の困難性

・患者が治療の必要性を理解できない場合、治療に必要な協力が得られない
・四肢や口腔の緊張や不随意運動のため姿勢の維持、開口の動作が出来ない
・言語によるコミュニケーションが確立しにくい

○ 特異的な歯科症状

・口腔の奇形・先天性の欠損、歯列、咬合などの形態学上の異常があり、それに対する対応として専門的
知識や診断が必要

・口腔の機能的異常が、摂食・嚥下、味覚、構音、表情といった機能の不全、障害が診られ、その診断、対
応に専門的知識と経験が必要
・う蝕、歯周病、欠損という歯科疾患の症状に特異的なことがある

平成22年度社会保険指導者研修会講演資料「地域で診る障害
者歯科」（緒方克也氏）より一部改変
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○ 歯科診療特別対応加算の算定回数は増加傾向にある。

○ 歯科診療特別対応加算の算定患者に対する口腔衛生管理については、歯科衛生士による実施指導（歯科
衛生実地指導料2）は月1回算定できるが、口腔内の歯垢除去等を行う歯面清掃（機械的歯面清掃処置）に
ついては2月に1回の算定になっている。

86

歯科診療特別対応加算の算定状況と口腔衛生管理に関する診療報酬上の評価

歯周疾患に罹患している患者に対し、歯科医師又はそ

の指示を受けた歯科衛生士が、歯科用の切削回転器

具及び研磨用ペーストを用いて行う歯垢除去等

（算定要件）

○ 月1回を限度として算定する

○ 当該処置を算定した翌月は算定できない

機械的歯面清掃処置 （1口腔につき） 68点

134,975 
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＜歯科診療特別対応加算（再診時）の算定状況＞
基本診療料に係る歯科診療特別対応加算を算定して

いる患者であって、う蝕又は歯周病に罹患している患

者に対して、主治の歯科医師の指示を受けた歯科衛

生士が行う実施指導

（算定要件）

○ 月1回を限度として算定する

歯科衛生実地指導料2 100点

出典：社会医療診療行為別統計（6月審査分）
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舌悪性腫瘍手術後の構音障害に対するリハビリテーション

○ 舌悪性腫瘍手術は近年増加傾向にあり、術後の摂食機能障害に対しては必要に応じて舌接触補助床等が

装着され、摂食機能療法が実施されている。

○ 音声・構音障害に対する訓練は脳血管疾患等リハビリテーション料により評価されているが、舌切除後など

器質的変化による音声・構音障害は当該リハビリテーションの対象に含まれていない。

○ 脳血管疾患等リハビリテーション料は医科点数表の例により算定する。た
だし、音声・構音障害を持つ患者に対して言語機能に係る訓練を行った場
合に算定する。

○ 対象患者
1 脳梗塞、脳出血、くも膜下出血その他の急性発症した脳血管疾患又は
その手術後の患者

2 脳腫瘍、脳膿瘍、脊髄損傷、脊髄腫瘍その他急性発症した中枢神経疾
患又はその手術後の患者

3 多発性神経炎、多発性硬化症、末梢神経障害その他の神経筋疾患の
患者

4 パーキンソン病、脊髄小脳変性症その他の慢性の神経筋疾患の患者
5 失語症、失認及び失行症並びに高次脳機能障害の患者
6 難聴や人工内耳埋込手術等に伴う聴覚・言語機能の障害を有する患者
7 顎・口腔の先天異常に伴う構音障害を有する患者

脳血管疾患等リハビリテーション料（歯科点数表）
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＜舌悪性腫瘍手術（切除）の算定回数＞

出典：社会医療診療行為別統計（6月審査分）

（回）
○ 脳血管疾患や口腔腫瘍等による摂食機能障害を有する患者に対して、舌
接触状態等を変化させて摂食・嚥下機能の改善を目的とする床又は有床
義歯形態の補助床

床副子 摂食機能の改善を目的とするもの（舌接触補助床）
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歯冠修復及び欠損補綴に関する技術の見直し

○ 平成28年診療報酬改定において、「M029有床義歯修理」については、より短期間での修理を評価する観点
から、預かった当日の修理に対する評価（歯科技工加算１）を新設した。

○ 「M030有床義歯内面適合法」は、間接法により軟質裏装材を用いた場合の評価を新設するとともに、義歯
装着後6月以内の算定方法を「有床義歯修理]と同様の取扱いとした。

M029 有床義歯修理 234点
歯科技工加算1 破損した有床義歯を預かった当日に修理を行い、装着した場合 50点
歯科技工加算2 破損した有床義歯を預かって修理を行い、翌日に装着した場合 30点

歯科技工加算1及び2の施設基準 （抜粋）

（1）常勤の歯科技工士を配置していること。
（2）歯科技工室及び歯科技工に必要な機器を整備していること。

※新たに製作した義歯を装着した日から起算して6月以内に行った場合は、
所定点数の100分の50に相当する点数により算定

○ 有床義歯内面適合法（有床義歯床裏装）は、アクリリック樹脂又は
熱可塑性樹脂で製作された義歯床の粘膜面を一層削除し、新たに
義歯床の床裏装を行った場合に算定

○ 「2 軟質材料を用いる場合」は、下顎総義歯患者に対して、
義歯床用長期弾性裏装材を使用して間接法により
床裏装を行った場合に算定

Ｍ030 有床義歯内面適合法

【参考】合わなくなった義歯の内面
（写真の義歯の裏側）を一層削って、
新たなレジンを流して、義歯が合うよ
うに修理すること。

1 硬質材料を用いる場合 歯数に応じて 210点～770点
2 軟質材料を用いる場合 1400点
（2は下顎総義歯に限る。）



○ ライフステージに応じた口腔管理を推進する観点から、発達期の小児や口腔機能が低下した高齢者のう

ち、特に機能低下が著しく継続的な管理が必要と考えられる患者について、口腔機能管理に対する評価を

検討してはどうか。

○ う蝕や歯周疾患の指導管理に関する技術等の評価について、対象疾患が項目により異なっていること等

についてどのように考えるか。

○ 全身的な疾患を有する患者に対し、総合的な医学管理及びバイタルサインをモニタリングをしながら歯科

治療を行った場合の評価について、モニタリングについては平成28年に新設した歯科治療総合医療管理料

（Ⅱ）で算定されているケースが多いと考えられることから、歯科治療総合医療管理料（Ⅰ）等の見直しを検

討してはどうか。

○ 機械的歯面清掃処置等、自己管理が困難な患者の口腔衛生管理の評価についてどのように考えるか。

○ 舌悪性腫瘍により舌切除を行った患者の音声・構音障害に対するリハビリテーションを評価する観点か

ら、脳血管疾患等リハビリテーション料の対象患者の見直しを検討してはどうか。

○ 生活の質に配慮した歯科医療を推進する観点から、有床義歯修理や有床義歯内面適合法について、短

期間で義歯の修理等を行った場合の評価をどのように考えるか。

【論点（案）】

口腔疾患の重症化予防と口腔機能低下への対応に関する論点（案）
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